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茨城キリスト教学園寄附行為 
                                                                          

    前  文                                                                 

   

  神の栄光と総ての人類の幸福のために、茨城キリスト教学園の設立者である

吾人は、次のような主旨の下にある教育機関を設立すべく企画している。即ち      

１． 先ず何よりもイエス・キリストの新約聖書にあらわされた神の聖に対し

て忠実であること。                                                     

  ２．若い人々をして学問的には完全に、精神的にはキリスト教徒らしく育成

すること。                                                           

  ３．教育課程の中心に神の言として尊重すべき聖書をおくこと。 

  ４．心をつくして教会に仕え、総てのキリスト教徒の協力を求めるが、教会 

   内の行政に立ち入るものではない。同時に又教会から何らの制約をも受

けぬ立場にたつものである。                                          

此のような目的を達成するために、吾々は寄附行為を制定する。              
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                第１章    総    則                                        

（名称）                                                                 

第１条  この法人は、学校法人茨城キリスト教学園と称する。                  

（事務所の所在地）                                                       

第２条  この法人は事務所を茨城県日立市大みか町６丁目１１番１号におく。 

                                                                           

                第２章    目的及び設置する学校等                             

（目的）                                                                

第３条  この法人はキリスト教教育を施すために、教育基本法及び学校教育法に従い学校を

設置することを目的とする。                                  

（設置する学校）                                                         

第４条  この法人は前条の目的を達成せんがために、次の学校を設置する。     

    （1）茨城キリスト教大学 大 学 院  文学研究科                           

                            文 学 部  現代英語学科、児童教育学科、文化交流学科 

                            生活科学部  人間福祉学科、食物健康科学科  

                            看 護 学 部 看護学科 

     (2) 茨城キリスト教学園高等学校 全日制課程  普通科 

    （3）茨城キリスト教学園中学校 

     (4) 茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園 

（設置する保育園） 

第 4条２ この法人は乳幼児の保育を行なうことを目的として、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第３５条４項の規定に従い、次に揚げる保育所を設置する。  

       聖児保育園、茨城キリスト教学園保育園 

（寄附金募集） 

第４条３ この法人は、茨城キリスト教大学の看護学部の設置に要する経費に充てるための事

業として、寄附金募集活動を行うことができる。 

２ 募集する寄附金については、設置する学校の校地、校舎、その他附属設備を取得するため

に必要な資金に使用されなければならない。 

３ 受納した寄附金は、前項に記載した目的のために使用する資金として、他の財産と区別し

て信託銀行に信託する等確実な方法により管理しなければならない。 

４ 寄附行為変更認可後３年以内に看護学部の設置が認可されない場合は、文部科学大臣の承

認を経て、受納した寄附金をこの法人の既設の学校の校地、校舎、その他附属設備に要する

経費に充てるものとする。 

                第３章    役員及び理事会                                 

（役員）                                                                             
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第５条１  この法人の役員の定数は次のとおりとする。                         

     (1) 理事  １１人以上１５人以内                                         

     (2) 監事  ２人                                                          

２  前項の役員は、原則としてキリスト教の信仰者であることを要する。 

（総長）                                                                 

第５条２  総長は、キリスト教の信仰者の中から理事会において選任する。 

２  総長は、この法人が設置する保育所、幼稚園、中学校、高等学校、大学及び大学院における

教育研究の統括責任を負い、建学の理念である「キリスト教精神に基づく人間教育」が各学校

等において一貫して実践されるよう指導する。                                 

（理事長、副理事長および常務理事） 

第６条  理事のうち１名を理事長とし、理事総数の過半数の議決により選任する。理事長の職を

解任するときも、同様とする。 

２ 理事のうち１名を副理事長とし、理事総数の過半数の議決により選任する。副理事長の職を

解任するときも、同様とする。 

３ 理事（理事長及び副理事長を除く）のうち１名を常務理事として、理事総数の過半数の議決

により選任することができる。常務理事の職を解任するときも、同様とする。 

（理事の選任） 

第７条  理事は次の各号に掲げる者とする。                                 

     (1) この学園の総長 

     (2) この学園の大学の学長 

     (3) この学園の高等学校及び中学校の校長 

     (4) この学園の幼稚園の園長 

    （5）この学園の事務局長 

     (6) 評議員のうちから評議員会において選任した者  

                         ３人以上５人以内         

     (7) この法人に関係ある学識経験者より理事会において選任した者 

                         ２人以上４人以内 

２  前項の中、各号を兼務する者がある場合の理事の定数は、第 5条１第１号の数から兼務数を

減じた数とする。    

（監事の選任及び職務） 

第８条  監事は２人とし、この法人の理事又は職員（この法人の設置する学校の校長、教員その

他の職員を含む。以下同じ）又は評議員以外の者であって理事会において選出した候補者のう

ちから、評議員会の同意を得て、理事長が選任する。 

２  監事は次の各号に掲げる職務及び別に定める監事会規程に則りその職務を行う。             
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(1) この法人の業務を監査すること。 

 (2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) この法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計

年度終了後２月以内に理事会及び評議員会に提出すること。 

(4) 第 1 号又は第２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為

又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを所

轄庁に報告し、又は理事会及び評議員会に報告すること。 

(5) 前号の報告をするため必要があるときは、理事長に対して評議員会の招集を請求するこ

と。 

(6) この法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。 

（任期） 

第９条  役員（第７条第１項第１号から第５号までに規定する者を除く）の任期は、３年とする。 

 但し役員に欠員が生じた場合の任期は、前任の残任期間とする。 

２  役員は、再任されることを妨げない。 

３  役員は、任期満了の後でも、後任者が選任されるまでは尚その職務を行う。 

（役員の解任及び退任） 

第 10 条 役員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、理事総数の４分の３以上が出

席した理事会において、理事総数の４分の３以上の議決及び評議員会の議決により、これを解

任することができる。 

 (1) 法令の規定又はこの寄附行為に著しく違反したとき。 

 (2) 心身の故障のため職務執行に堪えないとき。 

 (3) 職務上の義務に著しく違反したとき。 

 (4) 役員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 

２ 役員は次の事由によって退任する。 

 (1) 任期の満了。 

 (2) 辞任。 

 (3) 学校教育法第９条各号に掲げる事由に該当するに至ったとき。 

（理事の代表権の制限） 

第 11 条  理事長はこの法人の業務についてこの法人を代表し、理事長たる理事以外の理事はこ 

 の法人を代表しない。 

（理事長の職務の代理等） 

第 12 条  理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたときは副理事長がその職務を代理又は代行 

 する。 

２ 常務理事は理事長の業務執行を補佐する。 

（理事会） 

第 13 条 この法人に理事をもって組織する理事会を置く。 
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２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 

３  理事会は理事長が招集する。 

４ 理事長は、理事総数の３分の１以上の理事から会議に付すべき事項を示して理事会の招集を

請求された場合には、その請求のあった日から７日以内にこれを招集しなければならない。 

５ 理事会を招集するには、各理事に対して、会議の開催場所及び日時並びに付議すべき事項を

書面により通知しなければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要する場合には

この限りではない。 

７ 理事会に議長を置き、理事長をもって充てる。 

８ 理事長が第４項の規定による招集をしない場合には、招集を請求する理事全員が連名で理事

会を招集することができる。この場合における理事会の議長は、出席理事の互選によって定め

る。 

第 14 条  理事会は、理事総数の３分の２以上の出席がなければ、議事を開き、議決することが

できない。ただし、第４項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りではな

い。                                                

２  理事会の議事は法令及びこの寄附行為に特別の定めがある場合を除いては、出席した理事の

過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。                                          

３  第１項の場合において、理事会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ意思を示

した者は、出席者とみなす。 

４ 理事会の決議について、直接の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることがで

きない。 

第 15 条 理事会の業務は、次のとおりである。                             

     (1)  予算、決算並びに資産の管理及び処分に関する事項               

     (2)  人事及び業務に関する管理事項                                 

     (3)  法人の根本方針の決定に関する事項                             

     (4)  その他この法人の業務に関する事項                              

第 16 条 次に掲げる事項については理事総数の３分の２以上の議決がなければならない。                     

     (1)  寄附行為の変更                                               

     (2)  私立学校法第 50 条第１項第３号に掲げる事由による解散          

（業務の決定の委任） 

第 17 条 法令及びこの寄附行為の規定により評議員会に付議しなければならない事項その他こ

の法人の業務に関する重要な事項以外の決定であって、あらかじめ理事会において定めたもの

については、理事会において指名した理事に委任することができる。 

（議事録） 

第 18 条 議長は、理事会の開催の場所及び日時並びに議決事項及びその他の事項について、議

事録を作成しなければならない。 
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２ 議事録には、出席した理事全員が署名押印し、常にこれを事務所に備えて置かなければなら

ない。 

              第４章    評議員会及び評議員                              

（評議員会及び評議員の選任）                                             

第 19 条 評議員会は次に掲げる２５人以上３４人以内の評議員を以って組織する。                           

     (1)  次の者はその在職中評議員となる。                            

(ｲ)この学園の総長 

(ﾛ)この学園の大学の学長 

(ﾊ) この学園の高等学校および中学校の校長 

        (ﾆ)この学園の幼稚園の園長 

        (ﾎ)この学園の事務局長 

     (2) 第７条第１項第７号の理事 

     (3)この法人の設置する学校の父母の会会長、ＰＴＡ会長及び後援会会長の職にある者 

     (4)この法人の設置する学校の教職員中より教職員の互選により選任された者 

                                                  ４人以上７人以内 

     (5)この法人の設置する学校を卒業したもので年令２５才以上の者のうちから理事会が選

任した者                             ２人以上４人以内 

     (6)この法人に関係ある学識経験者より理事会が選任した者 

                                                  ５人以上７人以内    

   (7)前項の中、各号に兼務する者がある場合の評議員の定数は、同条第１項の数から兼務者

数を減じた数とする。 

２  評議員数は理事数の２倍をこえるものとする。            

３  評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、その会議を開き、議決することができ

ない。                                          

４  前項の場合において、評議員会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ意思を表

示した者は、出席者とみなす。                                             

５  評議員会の議事は出席した評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ 

による。 

６ 評議員会に議長を置き、議長は、評議員のうちから評議員会において選任する。 

７ 議長は、評議員として議決に加わることができない。 

第 20 条  評議員はキリスト教の信仰者であることが望ましい。                 

（評議員の任期）                                                          

第21条 第19条第１項第１号及び第3号に規定する評議員の任期は、その職務の在任期間とし、

その他の評議員の任期は３年とする。但し、欠員が生じた場合の補欠評議員は前任者の残任期

間をその任期とする。 

２  評議員はその任期満了の後でも、後任者が選任されるまでは尚その職務を行う。 
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３  評議員は再選されることができる。 

 

（評議員の解任及び退任） 

第 22 条 評議員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、評議員総数の３分の２以上

の議決により、これを解任することができる。 

 (1) 心身の故障のため職務執行に堪えないとき。 

 (2) 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 

２ 評議員は次の事由によって退任する。 

 (1) 任期の満了。 

 (2) 辞任。 

（会議） 

第 23 条  評議員会は毎年４回理事長がこれを招集し、そのほか理事長が必要と認めたとき、又

は私立学校法第４１条第５項に規定する請求があったとき招集する。 

（議事録） 

第 24 条 第 17 条の規定は、評議員会の議事録について準用する。この場合において、同条第 2

項中「出席した理事全員」とあるのは、「議長及び出席した評議員のうちから互選された評議

員２人以上」と読み替えるものとする。 

（理事長の諮問事項） 

第 25 条  次に掲げる事項については理事長において、あらかじめ評議員会の意見を聞かなけれ

ばならない。 

(1) 予算、借入金（当該会計年度内の収入を以て償還する一時の借入金を除く） 

及び重要な資産の処分に関する事項 

     (2) 事業計画 

(3) 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄に関する事項 

     (4) 合併 

     (5) 私立学校法第５０条第１項第１号及び第３号に掲げる事由による解散 

     (6) 寄附行為の変更に関する事項 

     (7) その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めたもの 

（評議員会の意見具申等） 

第 26 条  評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況または役員の業務執行の状況につい 

て、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に答え、または役員からの報告を徴すること 

ができる。 

                                                                         

                第５章    資産及び会計                                   

（資産）                                                                 

第 27 条  この法人の資産は次のとおりとする。 
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      (1) この法人の組織変更のときの別紙財産目録に記載の財産              

      (2) 資産から生ずる果実                                               

      (3) 授業料、入学金及び入学検定料                                     

      (4) 寄附金                                                           

      (5) その他の収入                                                    

（財産の区分）                                                          

第 28 条  この法人の資産は、これを分って基本財産及び運用財産の２種とする。 

２  基本財産は、この法人の設置する学校に必要な施設及び設備又はこれらに要する資金とし、

財産目録中基本財産の部に記載する財産及び将来基本財産に編入された財産とする。 

３  運用財産は、この法人の設置する学校の経営に必要な財産とし、財産目録中運用財産の部に

記載する財産及び将来運用財産に編入された財産とする。 

４  寄附金品については寄附者の指定がある場合には、その指定に従って基本財産又は運用財産

に編入する。                                                                                       

（財産処分の制限） 

第 29 条 基本財産並びに運用財産中の不動産及び積立金はこれを処分してはならない。但しこ

の法人の事業遂行上やむを得ない事由があるときは、その一部に限りこれを処分することがで

きる。                                       

（運用財産たる積立金の保管）                                             

第 30 条 運用財産のうち積立金は、確実な有価証券を購入するか、確実な信託銀行に信託する

か、又は郵便貯金若しくは定期預金とするかして理事長又は理事長が委嘱した理事が保管する。               

（経費の支弁）                                                           

第 31 条 この法人の事業遂行に要する経費は運用財産中不動産及び積立金から生ずる果実、授

業料、入学金、入学検定料、寄附金その他の運用財産（不動産及び積立金を除く）をもって支

弁する。                                

（会計） 

第 32 条 この法人の会計は、学校法人会計基準により行う。 

（予算及び事業計画）                                                                 

第 33 条  この法人の会計年度は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。     

２ この法人の予算及び事業計画は、毎会計年度開始前に、理事長が編成し、理事会において出

席した理事の３分の２以上の議決がなければならない。これに重要な変更を加えようとすると

きも、同様とする。 

（予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄） 

第 34 条 予算をもって定めるものを除くほか、新たに義務を負担し、又は権利の放棄をしよう

とするときは、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決がなければならない。借入

金（当該年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）についても、同様とする。 
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（決算及び実績の報告）                                                                 

第 35 条  この法人の決算は、毎会計年度終了後２月以内に作成し、監事の意見を求めるものと

する。 

２ 理事長は、毎会計年度終了後２月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、その意

見を求めなければならない。                                         

（財産目録等の備付け及び閲覧） 

第 36 条 この法人は、毎会計年度終了後２月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書及び事

業報告書を作成しなければならない。 

２ この法人は前項の書類及び第 8条第 2項第 3号の監査報告書を事務所に備えて置き、この法

人の設置する私立学校に在学する者その他の利害関係人から請求があった場合には、正当な理

由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。  

（資産総額の変更登記） 

第 37 条 この法人の資産総額の変更は、毎会計年度末の現在により、会計年度終了後２月以内

に登記しなければならない。  

               第６章    解散及び合併                                       

（解散） 

第 38 条 この法人は、次の各号に掲げる事由によって解散する。  

 (1) 理事会において理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会の議決 

 (2) この法人の目的たる事業の成功の不能となった場合で、理事会における出席した理事の

３分の２以上の議決 

 (3) 合併 

 (4) 破産 

 (5) 文部科学大臣の解散命令 

２ 前項第 1号に掲げる事由による解散にあたっては文部科学大臣の認可を、同項第 2号に掲げ

る事由による解散にあたっては文部科学大臣の認定を受けなければならない。 

（残余財産の帰属者）                                                     

第 39 条  この法人が解散した場合（合併及び破産による解散を除く。）における残余財産は、解

散における理事会において出席した理事の３分の２以上の議決により選定した学校法人又は

教育の事業を行う公益法人に帰属する。                                         

（合併） 

第 40 条 この法人が合併しようとするときは、理事長が評議員会の意見を聞いた上で、理事会

において理事総数の３分の２以上の議決を得て文部科学大臣の認可を受けなければならない。  

                第７章    寄附行為の変更                                 

（寄附行為の変更）                                                       

第 41 条  この法人の寄附行為の変更については、理事会において出席した理事の３分の２以上

の議決を得て、文部科学大臣の認可を得なければならない。 
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２ 私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規程にかかわらず、理事会におい

て出席した理事の３分の２以上の議決を得て、文部科学大臣に届け出なければならない。 

                                                   

                                                                          

                第８章    補  則                               

（書類及び帳簿の備付） 

第 42 条  この法人は、第 36 条第 2項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、常に事

務所に備えておかなければならない。 

 (1) 寄附行為及び学校経営に関する諸規程 

 (2) 役員及び評議員の名簿及び履歴書 

 (3) 収入及び支出に関する帳票及び証ひょう書類 

 (4) その他必要な書類及び帳簿 

（公告の方法）                                                           

第 43 条  この法人の公告は、茨城キリスト教学園掲示場に掲示して行う。       

（施行細則） 

第 44 条  この寄附行為の施行についての細則その他この法人及びこの法人の設置する学校の管

理及び運営に関し必要な事項は、理事会が定める。  

                                                                                

  この法人の組織変更当初の役員は、次のとおりとする。                     

                                                                         

            理 事 長        ヴァージル  Ｈ．ローヤー                           

            副理事長    滝    沢            馨                   

            理    事    Ｒ．Ｃ． キ  ャ  ノ  ン                         

            理    事    ハリー  Ｒ．ファックス                           

            理    事    チャールズ  Ｗ．ドイル                           

            理    事    岡           正    一                         

            理    事    ロ－ガン  Ｊ．ファックス                         

            理    事    繁    国      良    八                         

            理    事    ヂョーゼフ  Ｌ．キャノン                         

            理    事    菊    池      政    一                         

            理    事    ジェリー  Ｙ．ホランド                           

            理    事    ベテー  Ｌ． ローヤー                             

  附則                                                                   

    この寄附行為は、昭和 26 年 2月 28 日から施行する。                     

  附則                                                                   

    この寄附行為は、昭和 37 年 3月 31 日から施行する。                     
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  附則                                                                   

    この寄附行為は、昭和 42 年１月 23 日から施行する。                     

  附則                                                                   

    この寄附行為は、昭和 44 年 3月 27 日から施行する。                     

  附則                                                                   

    この寄附行為は、昭和 46 年 6月 5日から施行する。                     

  附則                                                                  

    この寄附行為は、昭和 49 年１月 10 日から施行する。                    

  附則                                                                  

    この寄附行為は、昭和 49 年 8月 12 日から施行する。                    

  附則                                                                  

    この寄附行為は、昭和 55 年 4月 4日から施行する。                    

  附則                                                                 

    この寄附行為は、昭和 57 年１月 16 日から施行する。                   

  附則                                                                 

    この寄附行為は、昭和 63 年 1月 5日から施行する。                   

  附則                                                                

    この寄附行為は、昭和 63 年 3月 28 日から施行する。                  

  附則                                                                

    この寄附行為は、平成元年 5月 16 日から施行する。                     

  附則                                                                  

    この寄附行為は、平成 2年 4月 1日から施行する。                      

  附則                                                                  

    この寄附行為は、平成７年 3月 16 日から施行する。                    

  附則                                                                  

    この寄附行為は、平成 9 年 12 月 19 日から施行する。                   

  附則                                                                  

    この寄附行為は、平成 10 年９月 16 日から施行する。ただし、施行の日におい 

   て現に評議員に就任している者の任期については、第 18 条第１項の規定にかか 

   わらず改正前の規定を適用する。 

  附則 

    この寄附行為は、平成 11 年 12 月 22 日から施行する。 

  附則 

    平成 11 年 6 月 30 日 文部大臣認可のこの寄附行為は、平成 12 年 4月 1日から施行する。 

附則 

    この寄附行為は、平成 12 年 7月 28 日から施行する。 
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附則 

    この寄附行為は、平成 14 年 7月 30 日から施行する。 

附則 

    この寄附行為は、平成 14 年 12 月 6 日から施行する。 

附則 

    この寄附行為は、平成 15 年 9月 8日から施行する。 

附則 

    この寄附行為は、平成 15 年 11 月 27 日から施行する。 

附則 

    この寄附行為は、平成 16 年 3月 31 日から施行する。 

附則 

   平成 17 年 3 月 31 日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、平成 17 年 4月 1日から施行する。 

附則 

   この寄附行為は、平成 17 年 6月 6日から施行する。 

 附則 

  この寄附行為は、平成 18 年 6月 14 日から施行する。  

附則 

  この寄附行為は、平成 18 年 8月 21 日から施行する。 

附則 

  この寄附行為は、平成 19 年 3月 9日から施行する。 

附則 

  この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成 22 年 6月 3日）から施行する。 
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学校法人 茨城キリスト教学園寄附行為 新旧比較対照表  

新 旧 
                 

第１章    総    則      
                                   

（名称）                                                               
第１条 この法人は、学校法人茨城キリスト教学園と称する。  
                 
（事務所の所在地）                                                     
第２条 この法人は事務所を茨城県日立市大みか町６丁目１１番１号におく。 

                                                                
        第２章    目的及び設置する学校等    

                          
（目的）                                                               
第３条 この法人はキリスト教教育を施すために、教育基本法及び学校教育

法に従い学校を設置することを目的とする。      
                             
（設置する学校）                                                       
第４条  この法人は前条の目的を達成せんがために、次の学校を設置する。   
(1)茨城キリスト教大学 大 学 院  文学研究科、生活科学研究科 
                文 学 部  現代英語学科、児童教育学科 
                                 文化交流学科 

                          生活科学部  人間福祉学科、食物健康科学科  
                          看 護 学 部 看護学科           
    (2) 茨城キリスト教学園高等学校 全日制課程  普通科 
    (3)茨城キリスト教学園中学校 
    (4) 茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園    
 
 （設置する保育所） 
第 4 条２ この法人は乳幼児の保育を行なうことを目的として、児童福祉法
（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の規定に従い、次に揚げる
保育所を設置する。  
     聖児保育園、茨城キリスト教学園保育園 
 
附則 
  この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成 年 月 日）から施
行する。 
 

        
第１章    総    則  
                                       

（名称）                                                               
第１条 この法人は、学校法人茨城キリスト教学園と称する。  
                 
（事務所の所在地）                                                     
第２条 この法人は事務所を茨城県日立市大みか町６丁目１１番１号におく。 

                                                                
        第２章    目的及び設置する学校等    

                          
（目的）                                                               
第３条 この法人はキリスト教教育を施すために、教育基本法及び学校教育

法に従い学校を設置することを目的とする。    
                               
（設置する学校）                                                       
第４条  この法人は前条の目的を達成せんがために、次の学校を設置する。   
   （1）茨城キリスト教大学 大 学 院  文学研究科    （新 設）     
                           文 学 部  現代英語学科、児童教育学科 
                                   文化交流学科 
                           生活科学部  人間福祉学科、食物健康科学科  
                           看 護 学 部 看護学科 
  (2) 茨城キリスト教学園高等学校 全日制課程  普通科 
    (3)茨城キリスト教学園中学校 
    (4) 茨城キリスト教大学附属聖児幼稚園  
   
 （設置する保育所） 
第 4 条２ この法人は乳幼児の保育を行なうことを目的として、児童福祉法
（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の規定に従い、次に揚げる
保育所を設置する。  
     聖児保育園、茨城キリスト教学園保育園 
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様式第４号その１（第１１条関係）

千円 80,800 千円 - 千円 - 千円 83,020 千円

- 千円 - 千円 - 千円 - 千円 - 千円

- 千円 5,000 千円 - 千円 - 千円 5,000 千円

- 千円 5,854 千円 - 千円 - 千円 5,854 千円

千円 91,654 千円 - 千円 - 千円 93,874 千円

千円 91,654 千円 - 千円 - 千円 93,874 千円

千円

千円

千円

千円

備 品

基 準 外

- 千円 - 千円 - 千円 - 千円

校 具

図 書

2,220

設
　
備

2,220小 計

1,696

609

教 具

基　　　準　　　外

47,814基　　　準　　　内

2,143

新 設 校 の 開 設 年 度 の 経 常 経 費

設
備

2,220

施
設

図　　　　　　　書

合 計

既
設
校
か
ら

の
転
共
用

教具・校具・備品

合　　　　　計
区 分

設
置
経
費

校 地

施
　
設

- 千円

基 準 内

（ う ち 造 成 費 ）

設置経費及び経常経費並びにその支払い計画を記載した書類

年 度 平成22年度
開設年度の前年度

平成23年度
開設年度

経費の見積り及び資金計画を記載した書類

平成24年度平成21年度

生活科学研究科
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(生活科学研究科）

平成21年度までに学納金等帰属収入から積立てられた現金預金から平成21年度
に2,220千円（設計監理料）を支出し、その残3,445,708千円のうち、91,654千円を
財源に充当

設置経費及び経常経費の財源の調達方法を記載した書類

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

合　　　　　計 93,874千円

現金預金 93,874千円
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様式第６号その２（第１１条関係）

年度

科目

一　基本財産 9,459,503千円 10,116,789千円 10,116,789千円

二　運用財産 8,796,890千円 8,446,339千円 8,446,339千円

三　負債額 3,524,671千円 3,449,333千円 3,449,333千円

　１　固定負債 1,722,982千円 1,675,444千円 1,675,444千円

　２　流動負債 1,801,689千円 1,773,889千円 1,773,889千円

四　基本財産 + 運用財産 18,256,393千円 18,563,128千円 18,563,128千円

五　純資産（四 - 三） 14,731,723千円 15,113,795千円 15,113,795千円

（開設年度の前々年度）

申請時

（平成22年3月31日）

財　産　目　録　総　括　表

平成20年度末

（開設年度から３年前の年度）

平成21年度末
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貸     借     対     照     表

平成22年3月31日
（単位：円）

本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

14,835,907,801 14,201,384,386 634,523,415

　　　有形固定資産　　　　　　　　 10,105,489,592 9,454,350,337 651,139,255

　　　その他の固定資産　　　　　　 4,730,418,209 4,747,034,049 △ 16,615,840

  流動資産　　　　　　　　　 3,727,220,353 4,055,009,099 △ 327,788,746

　資産の部合計　　　 18,563,128,154 18,256,393,485 306,734,669

  負    債    の    部

本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

  固定負債　　　　　　　　　 1,675,444,301 1,722,981,688 △ 47,537,387

  流動負債　　　　　　　　　 1,773,889,118 1,801,689,246 △ 27,800,128

　負債の部合計　 3,449,333,419 3,524,670,934 △ 75,337,515

  基　本　金　の　部　　

本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

　第１号基本金　　　　　　　　 16,713,812,169 15,656,228,856 1,057,583,313

　第２号基本金　　　　　　　　 830,000,000 1,325,000,000 △ 495,000,000

　第４号基本金　　　　　　　　 300,743,306 300,743,306 0

　基本金の部合計 17,844,555,475 17,281,972,162 562,583,313

　消 費 収 支 差 額 の 部　　

本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

　翌年度繰越消費支出超過額　　　　 2,730,760,740 2,550,249,611 180,511,129

　消費収支差額の部合計 2,730,760,740 2,550,249,611 180,511,129

本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

18,563,128,154 18,256,393,485 306,734,669

科　      目　

科　      目　

　負債の部・基本金の部及び
□消費収支差額の部合計

  資    産    の    部

科　      目　

  固定資産　　　　　　　　　

科　      目　

科　      目　
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１　施設又は設備の整備計画

年　度 備　　　考

平成21年度
茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
全学部、大学院
と共用

茨城キリスト教大学
経営学部専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科・看護学研究科
共用

大学統合棟設計管理 設計監理

校舎外構
大学統合棟外構付帯
工事

設計監理期間
H22.3.9～H23.3.15

大学統合棟新築

事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期

鉄筋コンクリート4階建
床延面積　6139.60㎡

大学統合棟設計監理 設計監理
設計監理期間

H22.3.9～H23.3.15

工事期間
H22.4.12～H23.3.15

     工事期間
H23 .1.15～H23.3.15

H23.3.15納入

図書　3,500冊
学術雑誌　20冊
データベース2点

教具・校具・備品

図　　書

教具・校具・備品 パソコン一式　566点

H23.3.15納入

H23.3.15納入

教具・校具・備品

LAN一式　639点

　備品一式　3,452点

改修工事期間
H22.8.2～H22.9.30

H23.3.15納入

鉄筋コンクリート2階建
床延面積　227.36㎡

平成22年度

大学院棟改修
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茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科・看護学研究科
共用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科・看護学研究科
共用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科・看護学研究科
共用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科・看護学研究科
共用

茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

教具・校具・備品

教具・校具・備品 生体情報モニター　１点

冷蔵庫　1点

H23.3.15納入

H23.3.15納入

H23.3.15納入

プリンター　2点 H23.3.15納入

入退室監理システム　4点

　　　　　備品一式　　32点

H23.3.15納入

ガス湯沸器　2点

H23.3.15納入

H23.3.15納入

H23.3.15納入

改修工事期間
H22.8.2～H22.9.30

改修工事期間
H22.8.2～H22.9.30

大学院棟改修
LAN施設工事

鉄筋コンクリート2階建

大学院棟改修
ガス施設工事

H23.3.15納入

教具・校具・備品 流し台　1点 H23.3.15納入

教具・校具・備品

教具・校具・備品

実験設備　6点

教具・校具・備品

教具・校具・備品

教具・校具・備品 書庫　1点

パソコン　10点

教具・校具・備品

教具・校具・備品

図　　書

大学院棟改修

H23.3.15納入

図書　350冊

改修工事期間
H22.8.2～H22.9.30

H23.3.15納入ベッドサイドモニター　８点

鉄筋コンクリート2階建
床延面積　227.36㎡

改修工事期間
H22.8.2～H22.9.30

鉄筋コンクリート2階建

平成22年度

大学院棟改修
LAN施設工事

教具・校具・備品
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茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院生
活科学研究科・看護学研究科
共用

茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

茨城キリスト教大学大学院看
護学研究科専用

平成23年度 大学附属聖児幼稚園専用

平成24年度 ―

平成25年度 ―

平成26年度 　　　学　　園

平成22年度

大甕駅西口開発に
伴うキャンパス整備

学園西側出入口、よう壁、構造
物等工事

―

大学附属聖児幼稚園日
立園の改修

鉄筋コンクリート3階建
床延面積　365.55㎡

該当なし

―該当なし

未定

― ―

未定

H23.3.15納入

教具・校具・備品

教具・校具・備品

パソコン　12点 H23.3.15納入

H23.3.15納入

　　　　　備品一式　　28点 H23.3.15納入

H23.3.15納入

図　　書
図書一式　電子ジャーナル　1
種

H23.3.15納入

図　　書
図書一式　洋書　330冊、データ
ベース　1点

教具・校具・備品 入退出管理システム　4点

プリンター　3点

教具・校具・備品

21



様式第１０号その１（第１２条関係）

（収入の部） （単位：千円）

年　　度　 開設年度 完成年度

　科    目 生活科学研究科 生活科学研究科

  学生生徒等納付金収入 5,300 9,600

　手数料収入 320 320

  寄付金収入 0 0

  補助金収入 0 0

  資産運用収入 0 0

  事業収入 0 0

  雑　収　入 0 0

  借入金等収入 0 0

  前受金収入　　　　　　　　　 5,300 5,962

  その他の収入　　　　　　　 0 0

  資金収入調整勘定 　　　　　　　　　 0 △ 5,300

  前年度繰越支払資金　　　　　　　　　 0 9,049

  収  入  の  部  合  計 10,920 19,631

（支出の部） （単位：千円）

年　　度　 開設年度 完成年度

　科    目 生活科学研究科 生活科学研究科

  人件費支出　　　　　　　　　　 0 0

  教育研究経費支出 　　　　　　　　　 1,364 2,798

  管理経費支出　　　　　　　 404 769

  借入金等利息支出 　　　　　　　　　 0 0

  借入金等返済支出 　　　　　　　　　 0 0

  施設関係支出　　　　　　　 0 0

  設備関係支出　　　　　　　 86 172

  資産運用支出　　　　　　　 0 0

  その他の支出　　　　　　　 0 0

　【 予　　備　　費　】　　　　　　 17 35

  資金支出調整勘定 　　　　　　　　　 0 0

  次年度繰越支払資金　　　　　　　　　 9,049 15,857

  支  出  の  部  合  計 10,920 19,631

資　金　収　支　予　算　決　算　総　括　表
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様式第１０号その２（第１２条関係）

（収入の部） （単位：千円）

年　　度　 開設年度 完成年度

　科    目 生活科学研究科 生活科学研究科

  学生生徒等納付金　　　　　　　　 5,300 9,600

  手　数　料　　　　　　　　　　　 320 320

  寄　付　金　　　　　　　　　　　 0 0

  補　助　金　　　　　　　　　　　 0 0

  資産運用収入　　　　　 0 0

  事業収入 0 0

  雑　収　入 0 0

　帰属収入合計　 5,620 9,920

　基本金組入額合計　　　　　　　　 △ 86 △ 172

　消費収入の部合計 5,534 9,748

（支出の部） （単位：千円）

年　　度　 開設年度 完成年度

　科    目 生活科学研究科 生活科学研究科

  人　件　費　　　　　　　　　　　 0 0

  教育研究経費　　　　　　　　　　 1,364 2,798

  管理経費　　　　　　　　　 404 769

  借入金等利息　　　　　　　　　　 0 0

  資産処分差額　　　　　　　　　　 0 0

  徴収不能額　　　　　　　 0 0

　【 予　　備　　費　】　　　　　　 17 35

　消費支出の部合計　　　　　　 1,785 3,602

　収支の差額 3,749 6,146

消　費　収　支　予　算　決　算　総　括　表
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